
証券コード　7887
2022年６月10日

株 主 各 位
香川県高松市松福町一丁目15番10号

代表取締役社長 丸 山 　 徹

１．日 時 2022年６月28日（火曜日）午前10時

２．場 所 香川県高松市松福町一丁目15番10号

当本社　７階　会議室

（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第69期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）事業報

告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連

結計算書類監査結果報告の件

２. 第69期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）計算書

類報告の件

第69回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。

  さて、当社第69回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席されない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2022年６月27日（月曜日）午

後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記
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決 議 事 項

第１号議案 　定款一部変更の件

第２号議案 　取締役６名選任の件

以　上

◎新型コロナウイルス感染症の感染拡大が懸念されております。株主総会にご出

席される株主様は、株主総会開催日現在の流行の状況やご自身の体調をお確か

めのうえ、マスク着用などの感染予防対策にご配慮いただき、ご来場いただき

ますようお願い申しあげます。また、株主総会会場において、感染予防のため

の措置を講じますのでご協力のほどお願い申しあげます。

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生

じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載させていただきま

す。

　当社ウェブサイト　https://www.nankaiplywood.co.jp/
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（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

（提供書面）

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過および成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の感染

拡大の影響が長期化するなか、全国各地で緊急事態宣言の発出やまん延防止

等重点措置の適用、ワクチン接種の促進などによる各種政策の効果もあり、

一部で持ち直しの動きが見られたものの、新たな変異株の出現による感染拡

大の可能性や、輸入原材料価格の上昇に加え、米国の金融引き締め政策によ

る更なる円安進行の懸念など景気の先行きは予断を許さない状況が続いてお

ります。また海外経済においては、世界的なインフレ懸念が継続しているも

のの総じて景気は回復傾向にありますが、地政学的リスク増大を主因とした

資源価格の上昇等が懸念されるなど当面不透明感が強い状況が続く見通しで

あります。

　住宅関連業界におきましては、住宅ローン金利が引続き低水準で推移して

いるほか、コロナ禍における在宅勤務の増加による住環境の見直しニーズが

根強いことに加え、一部では景況感の改善にともなう住宅取得意欲の高まり

が後押しとなり、新設住宅着工戸数は持ち直し基調が続いており、新設住宅

着工戸数は前年比6.6％増となりました。一方で世界的な景気回復に伴う資

材不足やインフレの影響により木材のみでなく住宅建材全般の価格高騰が顕

在化しており、先行きに対する予断を許さない状況が継続しております。

　このような状況のなか、当社グループは、木材関連事業では主力となる収

納製品の一層の認知度を高め、家中の収納をトータルで提案するとともに、

生活動線を快適にする収納プランの提案や様々な規格やサイズ、色柄、オプ

ション部材など豊富な品揃えを充実させ、お客様のニーズに合った製品の生

産・販売活動に注力いたしました。

　また、当社グループにおきましては、中期的な新設住宅着工戸数の減少に

対応するため、新設住宅着工戸数に依存しない新規事業に取り組むことが重

要な課題となっています。具体的にはリフォーム市場やＤＩＹ、ＥＣビジネ

スなどの個人向け市場、非住宅市場などに向けた製品展開を図ってまいりま

す。そのためには徹底的なマーケティングによる顧客ニーズの把握やライフ

スタイルの変化を的確に捉える必要があります。省施工型の収納製品やデザ

－ 3 －



事業の種類別セグメン
トの名称および品目

前連結会計年度 当連結会計年度 前連結会計年度比

金 　額
(百万円)

構成比
（％）

金 　額
(百万円)

構成比
（％）

増減額
(百万円)

増減率
（％）

木 材 関 連 事 業 17,353 89.4 20,073 91.5 2,719 15.7

電 線 関 連 事 業 1,633 8.4 1,344 6.1 △289 △17.7

一般管工事関連事業 419 2.2 516 2.4 97 23.2

合 計 19,407 100.0 21,934 100.0 2,527 13.0

イン性、快適性、居住性に優れた戦略的な商品開発を推進し、顧客満足度に

優れた独自性のある製品展開に取り組んでまいります。

　電線関連事業では、引き続き四国エリアを中心とした販売展開を行いまし

たが、依然として電材業界に寄与する商業施設物件などの新設が低迷するな

か、競合他社との価格競争において厳しい状況が継続しております。また電

線業界におきましては、銅をはじめとして鉄、ナイロン、ゴムなどの様々な

素材が高騰、そして半導体、電子部品の供給不足が深刻化しており、先行き

の売上減少、収益圧迫が懸念されます。このような状況のなか、当社グルー

プは引き続き、徹底した原価管理や販売品目の見直しによる利益率改善に重

点を置きつつ、販売の拡大に注力してまいります。

　一般管工事関連事業では、西日本エリアにおける化学プラント物件向け配

管工事、ライニング工事を中心とした事業展開をしております。新型コロナ

ウイルス感染症の感染拡大の影響により顧客の設備投資案件が減少しており

ましたが、設備改修案件が回復基調にあります。収束以降の更なる収益拡大

に向けて鉄工関連の受注も併せて獲得できるよう現場管理の人員強化等、体

制の整備に注力してまいります。

　以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高21,934百万円（前年同期比

13.0％増）、営業利益2,166百万円（前年同期比31.9％増）、経常利益2,528

百万円（前年同期比23.6％増）、親会社株主に帰属する当期純利益1,414百

万円（前年同期比182.0％増）となりました。

企業集団の事業セグメント別売上高

（木材関連事業）

　当セグメントにおける、国内市場については、収納材を中心にお客様の

ニーズを第一に製品の生産・販売活動に注力した結果、新規販売先の開拓

や新規採用品の増加に繋がり、販売の拡大が継続しています。４月には大

阪に、家族が協力して家事をする共家事（ともかじ）ホームをコンセプト

にしたショールームをオープンさせました。商品展示のみだけでなく、家
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事動線や生活動線を考えた間取りや、暮らしのストレスを減らすための片

づけ収納ノウハウと新しい生活様式を取り入れた体感型のショールームと

なっております。香川・東京・名古屋に続き４カ所目の開設となり、全国

のお客様へのご提案をさらに強化・拡充してまいります。この各地のショ

ールームに加え、当社のホームページには「360°VRショールーム」をリリ

ースしており、コロナ禍で実際のショールームにご来場いただくことがで

きなくても、いつでもどこでもバーチャルな収納空間の見学が可能となっ

ています。また、10月には当社公式YouTubeチャンネルを開設いたしまし

た。SNSを活用した収納プランのご提案や収納を通じたライフシーンの動画

配信など、積極的に『収納生活NANKAI』ブランドの情報を発信してまいり

ます。また、海外市場については、フランス子会社の合板製造販売事業に

おいて、販売価格の値上げや製造工程の見直しによる赤字幅の縮小を目指

しております。米国の木材需要の影響によりヨーロッパの合板価格も上昇

傾向にありますが、原木価格およびエネルギー価格の急騰により製造コス

トがさらに上昇し、経営を取り巻く厳しい状況は継続しております。現

在、原材料品質の問題から安価なグレードの合板の生産比率が高くなると

いう生産上の課題があり、より市場価格の高い高品質な合板の生産比率を

上げるために設備投資等の梃入れを行うことで経営状況の改善に取り組ん

でおります。

　結果、当セグメントの業績は、売上高20,073百万円（前年同期比15.7％

増）、セグメント利益2,022百万円（前年同期比31.6％増）となりました。

（電線関連事業）

　当セグメントでは、地方における電材業界に寄与する物件の新設が減少

傾向にあることに対応するため、新規顧客の開拓、小口販売の拡充などの

営業強化、原価管理の徹底に取り組んでおります。

　結果、当セグメントの業績は、売上高1,344百万円（前年同期比17.7％

減）、セグメント利益44百万円（前年同期比61.8％増）となりました。

（一般管工事関連事業）

　当セグメントでは、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け設備投資

案件が停滞しておりましたが、顧客の設備改修工事が回復基調にあり受注件

数が増加傾向にあります。

　結果、当セグメントの業績は、売上高516百万円（前年同期比23.2％

増）、セグメント利益76百万円（前年同期比38.4％増）となりました。
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・朝日新町物流倉庫移転拡張工事 （木材関連事業） 1,433百万円

・収納材製造ライン設備 （木材関連事業） 94百万円

② 設備投資の状況

　当連結会計年度中の設備投資の総額は2,113百万円であります。

　その主なものは次のとおりであります。

③ 資金調達の状況

　当連結会計年度中に朝日新町物流倉庫設備投資として、金融機関より

借入金として1,100百万円の調達を行いました。
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会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

ナ ン リ ツ 株 式 会 社 95,000千円 100％ 電線電気機器販売

南 海 港 運 株 式 会 社 41,000千円 100
木材管理および荷役、
運送業

南 海 化 工 株 式 会 社 25,000千円 60.8
一般管工事業、合成樹
脂製品の制作及び加工

PT.NANKAI INDONESIA 10,000千ＵＳ＄
100
(5)

木材加工業

N P  R O L P I N  S A S 14,001千ＥＵＲ 100 木材製品の製造・販売

R O L K E M  S A S 1,230千ＥＵＲ
100

(100)
フェノール樹脂、含浸

紙の製造販売

(2) 重要な子会社の状況

（注）議決権比率の（ ）内は、関係会社の間接所有割合を内数で記載しております。

区　分
2018年度
第66期

2019年度
第67期

2020年度
第68期

2021年度
第69期

(当連結会計年度)

売 上 高 (百万円） 19,280 19,731 19,407 21,934

親会社株主に帰属する

当 期 純 利 益
(百万円） 864 886 501 1,414

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円） 893.76 917.03 518.88 1,463.54

総 資 産 (百万円） 22,019 23,300 24,026 27,664

純 資 産 (百万円） 18,550 19,506 19,497 20,856

１株当たり純資産額 (円） 19,183.87 20,179.21 20,171.81 21,580.25

(3) 直前３事業年度の財産および損益の状況

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当連結会計

年度の期首から適用しております。
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(4) 対処すべき課題

　今後の見通しといたしましては、新型コロナウイルスの感染再拡大への懸

念から経済の下押し圧力が残っており、国内景気はより厳しさが増すものと

予測されます。

　当社グループといたしましては、今後の新型コロナウイルスや国内経済の

動向に注視しながら持続的成長を可能とする収益構造の構築に努めるととも

に、経営を取り巻く環境の変化に迅速かつ的確に対応し、その透明度を高

め、より効率性・健全性を追求すべく、コーポレート・ガバナンスの強化に

積極的に取り組んでまいります。また、コンプライアンス体制につきまして

は、企業倫理および法令遵守の基本体制を構築するため、コンプライアン

ス、情報システム、海外情勢の変化、災害時等のリスクにおける事業の継続

を確保するための整備を図ってまいります。さらに当社グループにおいて

は、資源問題・環境問題を考慮し、海外子会社において植林事業への投資を

実施するとともに、植林材使用比率の拡大を図るための加工技術を習得し、

生産技術力の強化に取り組んでまいります。また、海外子会社と国内工場連

携による生産体制の整備を推進し、効率的な運用を行ってまいります。こう

した活動を通じて、高収益体質の実現を目指すとともにお客様に安心して使

用していただける建築内装材をお届けできるよう、全社をあげて鋭意努力し

てまいります。

　当面の課題といたしましては、①輸入原材料の確保と品質の安定 ②生産

技術力の強化と製造原価率の低減 ③多品種少量受注の生産性向上 ④リフォ

ーム市場等における受注拡大 ⑤ＤＩＹ、ＥＣビジネスなど個人向け市場の

開拓 ⑥非住宅市場の開拓 ⑦環境問題等の法的規制への対応と顧客満足度の

向上などが挙げられます。

事 業 区 分 主 要 製 品

木 材 関 連 事 業
天井材、収納材、床材、合板、製材品の製造並びに販売、荷役、
原材料および製品の運送、梱包・荷造、木材加工品

電 線 関 連 事 業 電線電気機器

一般管工事関連事業 工業用及び家庭用合成樹脂製品の制作及び加工

サ ー ビ ス 事 業 不動産賃貸事業

(5) 主要な事業内容（2022年３月31日現在）

　当社グループは、木質建築内装材の製造ならびに販売を行っているほか、

電線電気機器の販売等を営んでおります。
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本社、スラバヤ・グレシック工場 　インドネシア共和国
　

ルマジャン工場 　インドネシア共和国
　

(6) 主要な営業所および工場（2022年３月31日現在）

① 当社

本社 香川県高松市

志度工場 香川県さぬき市

物流センター 香川県さぬき市

朝日新町保税倉庫 香川県高松市

② 子会社

ア. ナンリツ株式会社

本社 香川県高松市

徳島営業所 徳島県徳島市

松山営業所 愛媛県松山市

イ. 南海港運株式会社

本社 香川県高松市

ウ. 南海化工株式会社

本社・工場 香川県高松市

徳島出張所 徳島県北島町

エ. PT.NANKAI INDONESIA

オ. NP ROLPIN SAS

本社、ラブエール工場 フランス共和国

カ. ROLKEM SAS

本社、ムーランクス工場 フランス共和国

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

1,862名 208名増

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

415名 ３名増 43.7歳 15.3年

(7) 使用人の状況（2022年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

② 当社の使用人の状況
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借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,738百万円

株 式 会 社 愛 媛 銀 行 200百万円

(8) 主要な借入先の状況（2022年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 2,000,000株

② 発行済株式の総数 1,009,580株

③ 株主数 653名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

南 海 興 産 株 式 会 社 275千株 28.49％

公 益 財 団 法 人 南 海 育 英 会 155 16.08

株 式 会 社 百 十 四 銀 行 46 4.84

丸 山 　 徹 37 3.86

小 林 　 茂 30 3.13

株 式 会 社 愛 媛 銀 行 24 2.51

四 国 興 業 株 式 会 社 23 2.40

丸 山 　 宏 15 1.55

上 田 八 木 短 資 株 式 会 社 14 1.46

I N T E R A C T I V E 　 B R O K E R S 　 L L C 12 1.24

２. 会社の現況

(1) 株式の状況（2022年３月31日現在）

④ 上位10名の大株主

 (注) １. 当社は自己株式を43,263株を所有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２. 持株比率は当該自己株式を発行済株式の総数から控除して算出しております。
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氏 名 会社における地位・担当および重要な兼職の状況

丸 山 　 徹 取締役社長 （代表取締役）
NP ROLPIN SAS　代表取締役社長
ROLKEM SAS　代表取締役社長

丸 山 　 宏 取 締 役 （開発部門長）

藤 本 英 二 取 締 役 （営業部門地区営業、

　海外及び新規開拓営業担当）

大 川 正 仁 取 締 役 （製造部門長）

浮 田 貴 仁 取 締 役
（営業部門特需営業、
　営業推進担当）

村 田 　 剛 取 締 役 税理士 村田剛税理士事務所　所長

玉 置 康 洋 常勤監査役

大 川 俊 徳 監 査 役 税理士
大川俊徳税理士事務所　所長
南海港運株式会社　監査役

岩 部 達 雄 監 査 役 税理士
岩部達雄税理士事務所　所長
ナンリツ株式会社　監査役

区分
報酬の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬
業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取締役
(うち社外取締役)

117
(3)

83
(3)

34
(－)

－
(－)

6
(1)

監査役
(うち社外監査役)

8
(5)

8
(5)

－
(－)

－
(－)

3
(2)

合計
126
(8)

91
(8)

34
(－)

－
(－)

9
(3)

(2) 会社役員の状況

① 取締役および監査役の状況（2022年３月31日現在）

（注）１. 取締役村田剛氏は、社外取締役であります。

２. 監査役大川俊徳氏および監査役岩部達雄氏は、社外監査役であります。

３. 村田剛氏、大川俊徳氏および岩部達雄氏は、税理士の資格を有しており、財務および

会計に関する相当程度の知見を有しております。

４. 当社は、取締役村田剛氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同

取引所に届け出ております。

② 取締役および監査役の報酬等

1） 当事業年度に係る報酬等の総額
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（注）１. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりませ

ん。

２. 取締役の報酬限度額は、1997年６月27日開催の第44回定時株主総会において年額200

百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議いただ

いております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は６名です。

３. 監査役の報酬限度額は、1997年６月27日開催の第44回定時株主総会において年額20百

万円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は３

名です。

2） 役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2021年２月15日開催の取締役会において、取締役の個人別の

報酬等の内容に係る決定方針を決議しております。

また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等につい

て、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で

決議された決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針

に沿うものであると判断しております。

・基本方針

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンテ

ィブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、

個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準と

することを基本方針としております。具体的には、業務執行取締役の

報酬は、基本報酬、業績連動報酬により構成し、監督機能を担う社外

取締役については、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うこととし

ております。

・基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針(報酬等を与える

時期または条件の決定に関する方針を含む。)

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責等に

応じて、世間水準、経営内容、従業員給与の水準等を考慮しながら、

総合的に勘案して決定することとしております。

・業績連動報酬の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針

(報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。)

業績連動報酬は、前連結会計年度の親会社株主に帰属する当期純利

益を業績指標とし、各取締役の業績評価を加味して決定しておりま

す。なお、当事業年度の業績指標に係わる実績としましては、1,414

百万円であります。
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・基本報酬の額、業績連動報酬の額の取締役の個人別の報酬等の額に対

する割合の決定に関する方針

取締役報酬の構成割合は、役位、職責、当社と同程度の事業規模を

有する他社の動向等を踏まえて決定しております。

代表取締役社長の報酬の構成割合は、「基本報酬：業績連動報酬」

＝「7（70％）：3（30％）」を目安とし、その他の取締役の報酬構成

割合は、代表取締役社長の報酬構成割合に準じて考慮して決定してお

ります。

・取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

個人別の報酬額については取締役会決議にもとづき代表取締役社長

丸山徹がその具体的内容について委任をうけるものとし、その権限の

内容は、各取締役の基本報酬の額および各取締役の担当部門の業績を

踏まえた業績連動報酬の額であります。

権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担

当部門の評価を行うには、代表取締役が最も適しているからです。

③ 責任限定契約の内容の概要

当社は、社外取締役および監査役との間において会社法第427条第１

項の規定により、損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当

該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額としております。

④ 社外役員に関する事項

1） 他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

・取締役村田剛氏は、村田剛税理士事務所所長であります。村田剛税理

士事務所と当社は特別の関係はありません。

・監査役大川俊徳氏は、大川俊徳税理士事務所所長であります。大川俊

徳税理士事務所と当社は特別の関係はありません。

・監査役岩部達雄氏は、岩部達雄税理士事務所所長であります。岩部達

雄税理士事務所と当社は特別の関係はありません。

－ 13 －



取締役会（15回開催） 監査役会（12回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 村 田 　 剛 15回 100％ － －

監 査 役 大 川 俊 徳 15回 100％ 12回 100％

監 査 役 岩 部 達 雄 15回 100％ 12回 100％

2） 当事業年度における主な活動状況

・取締役会および監査役会への出席状況

・取締役会における発言状況

取締役村田剛氏、監査役大川俊徳氏および監査役岩部達雄氏は、主

に税理士の見地から意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当

性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

・監査役会における発言状況

監査役大川俊徳氏および監査役岩部達雄氏は、監査役会出席の都度

必要な発言を適宜行っております。

・社外取締役が期待される役割に関して行った職務の概要

取締役村田剛氏は、主に税務及び会計に関する幅広い知識と豊富な

知見に基づき、取締役会等において経営課題への取組み、ガバナンス

体制の強化等に関する監督、助言など適切な役割を果たしておりま

す。

3） 社外取締役および社外監査役のサポート体制

取締役会の年間開催スケジュールを事前（前事業年度の１月）に確定

することによって、社外取締役および社外監査役ができる限り出席でき

る体制を整備しています。

取締役会における充実した議論に資するため、取締役会の議題の提案

の背景、目的、その内容等につき、毎回取締役会の開催前に、人事総務

グループより説明が行われております。また、決議事項のうち特に重要

な案件については、決議を行う取締役会において担当者による説明を行

っています。これにより、決議する際の提案内容の検討に活かしていま

す。
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支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 26百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額

26百万円

(3) 会計監査人の状況

① 名称　　　　　　　　　　仰星監査法人

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 当社の重要な子会社のうち、PT.NANKAI INDONESIAと他２社は、当社の会計監査人以

外の監査法人の監査を受けております。

３. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積

もりの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監

査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任また

は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解

任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初

に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨およびその

理由を報告いたします。
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(4) 業務の適正を確保するための体制

　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保

するための体制、その他会社の業務の適正を確保するための体制についての

決定内容の概要は以下のとおりであります。

① 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確

保するための体制

・企業としての社会的責任に応え、企業倫理および法令遵守の基本体制を

構築するため、コンプライアンス管理責任者と内部統制を推進する組織を

設置し、「規程管理規程」に基づき、関係規程の継続的見直しと改善を行

う。

・内部統制を推進する組織はコンプライアンス管理責任者と連携の上、法

令を遵守するための規程「コンプライアンス規程」の構築および運用の状

況を監査し、その結果を代表取締役社長および監査役に報告する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

・取締役は、株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書のほか重要な

職務執行に係る情報が記載された文書を関連資料とともに、文書保存を社

内規程の定めるところにしたがい、適切に保存および管理する。

・取締役および監査役は、常時、前項の文書等を閲覧することができる。

③ 当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・経営意思決定および業務執行の運営で準拠すべきリスク管理は、文書化

する。

・内部統制を推進する組織は、前項の規程に損失の危険の管理に関する事

項および内部統制の目的が達成されているか合理的な保証を得るため、

「規程管理規程」に基づき、各部門および事業所を統括する。

・コンプライアンス、価格競争、品質、情報システム、海外情勢の変化、

自然環境、災害、金利・株価・為替相場の変動、取締役と使用人の不適切

な業務執行、取締役会が極めて重大と判断する事項等のリスクにおける事

業の継続を確保するための体制を整備する。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・取締役会は、定時開催し、業務遂行に関する重要事項を決定するととも

に、取締役の職務の執行を監督する。

・当社の組織は、経営意思決定の経営組織、業務遂行の業務組織をもって

構成する。この経営組織に取締役と執行役員をあて、取締役会の決議・決

定事項にしたがい、経営方針および経営計画を達成するために、業務執行

の責任と権限を与える。

・経営組織による業務執行のスピード化を図るため、部門の直下にグルー

プを配属する。

⑤ 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

・代表取締役社長および業務執行を担当する取締役と執行役員は、当社お

よび子会社のセグメント別の事業に関して、法令遵守体制、リスク管理体

制を構築し、適切な内部統制システムの整備を行うよう指導し、規範およ

び規則を規程として整備する。

・内部監査チームは、内部監査年度計画に基づき内部監査を実施し、実施

状況およびその結果を、代表取締役社長および監査役に報告する。

・当社は、子会社の業務の適正を確保するため「関係会社管理規程」に基

づき、子会社の自主性を尊重するとともに、経営改善に関して積極的に協

力または指導を行い、経営上の重要事項は、十分協議し合理的に解決す

る。

・重要な会社情報を、各部署、子会社等から管理部門に伝達し、証券取引

所の適時開示規則等にしたがい、開示の必要性の要否を管理部門内での事

前審議で判断を行い、当社代表取締役社長が議長である情報開示会議にて

検討する体制を「グループ情報開示規程」に規定する。
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⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項ならびに当該使用人の取締役からの独立性に関

する事項および当該使用人に対する監査役の指示の実効性の確保に関す

る事項

・監査役は内部監査チームに監査業務に必要な事項を命令することができ

る。この内部監査チームは、取締役等からの指揮命令を受けない。

⑦ 当社および子会社の取締役および使用人が監査役に報告するための体制

その他の監査役への報告に関する体制

・当社グループの取締役および使用人は、会社に著しい損害をおよぼすお

それのある事実および不正行為、重要な法令・定款に違反する行為を認識

した時は、直ちに監査役に報告する。

・監査役は、取締役会、その他の重要な意思決定会議に出席し、取締役お

よび内部監査チームから重要事項の報告を受ける。

・監査役は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するた

め、取締役会議事録、稟議書類、内部監査報告書等業務執行に係る重要な

文書を閲覧し、取締役および内部監査チームに説明を求める。

・当社グループは、本項の報告をした者に対し、当該報告をしたことを理

由に不利益な取扱いをしてはならない。

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査役は、代表取締役社長出席の監査役会連絡会を定時開催し、監査上

の重要課題等についての意見交換を行う。

・監査役は、内部監査チームと緊密な連携を保ち、内部監査チームの監査

を活用し監査効率の向上を図るものとする。また、必要に応じて、特定事

項の調査について内部監査チームの協力を求める。

・監査役は、会計監査人と緊密な連携を保ち、意見および情報の交換を行

うとともに、必要に応じて会計監査人に報告を求める。

・監査役の職務を遂行する上で必要な費用は、請求により会社は速やかに

支払うものとする。
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(5) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社グループは、上記方針に基づいて、内部統制システムの適切な構築と

運用に努めております。具体的な運用状況は以下のとおりです。

① 取締役の職務執行

・社外取締役１名を含む取締役６名は、原則月１回開催（当事業年度は15

回開催）される取締役会に出席し、経営環境の変化に迅速な意思決定がで

きるよう努めております。取締役会では、経営に関する重要事項の審議、

業務執行の決定、取締役の職務の執行の監督を行っております。運営に当

たっては、その分野の専門家等にアドバイスを求め、法令・定款違反行為

の未然防止に努めております。

② 監査役の職務執行

・監査役３名（社外監査役２名）は、監査役会が決定した監査計画、監査

業務の分担に基づき、取締役の職務の執行を監査しております。また、取

締役会、その他必要に応じ重要な会議に出席し、当社グループの経営状況

を監視するとともに、内部監査チームおよび会計監査人との間で定期的に

情報交換等を行うことで、内部統制システムの整備および運用状況を確認

しております。

③ コンプライアンス体制

・当社は、人事総務グループにおいて社内のコンプライアンス遵守体制整

備状況をチェックしております。また、法令・定款違反行為やコンプライ

アンスに関する内部通報体制として内部通報制度を設置しており、早期に

問題点の把握および対応を図るように努めております。また、運用に当た

っては、情報提供者の保護に十分配慮した「コンプライアンス規程」を定

め、厳正に実施しております。

④ リスク管理体制

・当社は、管理部門担当取締役または執行役員をリスクに関する統括責任

者として任命しており、管理部門において潜在リスクの洗い出し、分析、

整理を行うとともに、リスクの事前予防策、対応策の検討などを行ってお

ります。一方、内部監査チームが各部門のリスク管理の状況を監査し、そ

の結果を定期的に代表取締役社長出席の監査役会連絡会に報告し、重要案

件については取締役会において、改善策を審議・決定しております。
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⑤ 子会社経営管理

・当社グループは、子会社各社の経営状況および業務執行状況等につい

て、当社が定める「関係会社管理規程」に基づき、重要度に応じて報告を

受け、当社の承認を行うことで、子会社の業務の適正を確保しておりま

す。

⑥ 内部監査体制

・当社は、内部統制システムの整備・運用状況を合法性と合理性の観点か

ら検証・評価するために、内部監査チームを設置しております。内部監査

チームは関係会社を含む業務全般を対象として内部監査を行い、監査結果

を代表取締役社長に報告しております。また、監査役および会計監査人と

常に連絡・調整し、監査の効率的な実施に努めております。

(6) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつである

との認識のもと、長期的な視野に立ち、将来の事業展開と財務体質の強化を

考慮し、内部留保とのバランスを考えて安定的な配当を行うことを基本方針

としております。今後も、各事業年度の連結業績、財務体質の強化およびグ

ループ事業戦略等を配慮して、成長が見込まれる事業分野に経営資源を投入

することにより持続的な成長と企業価値の向上ならびに株主価値の増大に努

めてまいります。

　当事業年度の期末配当金につきましては、１株につき200円とさせていた

だきます。
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（2022年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

【 資 産 の 部 】 【 負 債 の 部 】

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

デ リ バ テ ィ ブ 債 権

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

リ ー ス 資 産

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

投 資 不 動 産

デ リ バ テ ィ ブ 債 権

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

16,733,252

3,331,582

196,578

3,809,936

3,151,461

1,219,489

828,154

3,599,973

22,763

575,075

△1,764

10,931,353

9,051,352

1,815,723

1,123,645

106,449

7,155

4,323,922

1,665,914

8,541

230,293

214,630

15,662

1,649,707

549,984

57,346

658,675

13,343

371,974

△1,617
　

流 動 負 債 5,411,682

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,556,836

短 期 借 入 金 1,519,786

未 払 金 486,422

未 払 費 用 183,626

未 払 法 人 税 等 731,497

未 払 消 費 税 等 42,365

賞 与 引 当 金 408,161

そ の 他 482,984

固 定 負 債 1,396,479

長 期 借 入 金 874,116

繰 延 税 金 負 債 144,635

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 9,440

退 職 給 付 に 係 る 負 債 219,512

そ の 他 148,775

負 債 合 計 6,808,162

【 純 資 産 の 部 】

株 主 資 本 20,774,916

資 本 金 2,121,000

資 本 剰 余 金 1,865,920

利 益 剰 余 金 16,929,910

自 己 株 式 △141,914

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 78,443

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 90,325

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 25,094

為 替 換 算 調 整 勘 定 △36,443

退職給付に係る調整累計額 △532

非 支 配 株 主 持 分 3,083

純 資 産 合 計 20,856,443

資 産 合 計 27,664,606 負 債 純 資 産 合 計 27,664,606

連 結 貸 借 対 照 表
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（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 21,934,694

売 上 原 価 14,313,053

売 上 総 利 益 7,621,641

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,455,475

営 業 利 益 2,166,165

営 業 外 収 益

受 取 利 息 10,868

受 取 配 当 金 17,180

受 取 賃 貸 料 44,559

為 替 差 益 299,883

そ の 他 45,780 418,273

営 業 外 費 用

支 払 利 息 8,150

賃 貸 費 用 44,035

そ の 他 3,915 56,101

経 常 利 益 2,528,336

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 15,272

補 助 金 収 入 226,636 241,908

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 178

固 定 資 産 除 却 損 20,992

減 損 損 失 108,383

災 害 に よ る 損 失 97,991 227,546

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,542,699

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,085,321

法 人 税 等 調 整 額 39,944 1,125,265

当 期 純 利 益 1,417,434

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,083

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,414,350

連 結 損 益 計 算 書
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（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 2,121,000 1,865,920 15,660,542 △140,591 19,506,871

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △144,982 △144,982

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

1,414,350 1,414,350

自 己 株 式 の 取 得 △1,322 △1,322

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

当連結会計年度変動額合計 - - 1,269,367 △1,322 1,268,044

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 2,121,000 1,865,920 16,929,910 △141,914 20,774,916

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配
株主持分

純資産合計その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 101,060 31,276 △125,723 △16,386 △9,771 - 19,497,099

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △144,982

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

1,414,350

自 己 株 式 の 取 得 △1,322

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

△10,735 △6,181 89,279 15,854 88,215 3,083 91,299

当連結会計年度変動額合計 △10,735 △6,181 89,279 15,854 88,215 3,083 1,359,344

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 90,325 25,094 △36,443 △532 78,443 3,083 20,856,443

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

１. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 ６社

・主要な連結子会社の名称 ナンリツ株式会社

南海港運株式会社

PT.NANKAI INDONESIA

NP ROLPIN SAS

ROLKEM SAS

南海化工株式会社

② 非連結子会社の状況 非連結子会社はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

① 持分法を適用した関連会社の状況

　該当事項はありません。

② 持分法を適用していない非連結子会社および関連会社の状況

持分法を適用していない非連結子会社および関連会社はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、PT.NANKAI INDONESIA、NP ROLPIN SASおよびROLKEM SASの決算日

（12月31日）が連結決算日と異なりますが、連結子会社の決算日現在の計算書類を使用し

ております。

　なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行ってお

ります。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準および評価方法

1) 有価証券の評価基準および評価方法

・市場価格のない株式等以外のもの 時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定してお

ります。）

・市場価格のない株式等　　　　　 移動平均法による原価法
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1) 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

2) 賞与引当金 従業員の賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

3) 役員退職慰労引当金 当社は、2000年４月より、役員退職慰労金の内規を廃

止したため、新たな役員退職慰労引当金の繰入れは行

っておりません。なお、2000年３月期末まで内規に基

づき繰入れを行ってきた引当額は、退任の都度、当該

引当額を個別に精算しております。

2) デリバティブ等の評価基準および評価方法

 デリバティブ 時価法

3) 棚卸資産の評価基準および評価方法

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

1) 有形固定資産（リース資産を除く）及び投資不動産

主として定率法（ただし、2000年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）ならびに2016年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については定

額法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　 ５～50年

機械装置及び運搬具       ４～15年

2) 無形固定資産

自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定

額法によっております。

③ 重要な引当金の計上基準
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1) ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理

の要件を満たしている場合は、振当処理を採用して

おります。

2) ヘッジ手段とヘッジ対象 米ドル建仕入債務の予定取引に対して為替変動リス

クをヘッジする目的で、為替予約等を行っておりま

す。

3) ヘッジ方針 為替相場の変動による損失の可能性を減殺すること

を目的として、月々予想される米ドル支払金額の範

囲内で、一定量の米ドルを月々購入することとして

おり、購入した米ドルは順次仕入決済に充当してい

くため、月末において当該米ドル残高が残らないこ

とを基本としております。

4) ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動を直接結びつけ

て判定しております。

④ 収益及び費用の計上基準

　　　当社グループは収納製品の製造、販売を主な事業としており、これらの製品の販売に

ついては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間であ

ることから、出荷時において履行義務が充足されると判断し、出荷した時点で収益を認

識しております。

⑤ 重要なヘッジ会計の方法
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1) 退職給付に係る負債の計上基準 退職給付に係る負債は､ 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末における見込額に基づき、

退職給付債務から年金資産を控除した額を計上して

おります。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（主として５年）による定

額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（主として５年）による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してお

ります。

未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用

については、税効果を調整の上、純資産の部におけ

るその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累

計額に計上しております。なお、退職給付債務の算

定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度まで

の期間に帰属させる方法については、給付算定式基

準によっております。

⑥ その他連結計算書類作成のための重要な事項
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２. 会計方針の変更に関する注記

　(1)収益認識に関する会計基準等の適用

　　　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識

会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支

配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益

を認識することといたしました。これにより、営業外費用に計上していた売上割引について

は、売上高より控除しております。

　　　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過

的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場

合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新た

な会計方針を適用しております。

　　　この結果、当連結会計年度の連結損益計算書の売上高及び営業利益は、それぞれ16,726千

円減少しておりますが、経常利益、税金等調整前当期純利益に与える影響はありません。ま

た、利益剰余金の当期首残高への影響はありません。

　　　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動

資産」に表示していた「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形」及び

「売掛金」に含めて表示することといたしました。

　(2)時価の算定に関する会計基準等の適用

　　　「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算

定会計基準」という。)等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及

び「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号　2019年７月４日)第44-２項に定め

る経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたっ

て適用することといたしました。これによる、連結計算書類への影響はありません。

　　　また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関す

る事項等の注記を行うことといたしました。

３. 会計上の見積りに関する注記

（NP ROLPIN SASの固定資産の減損）

(1) 当連結会計年度の連結貸借対照表に計上した金額

　NP ROLPIN SASの事業用固定資産　511,729千円
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(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内訳に関する情報

　連結子会社のNP ROLPIN SASは合板の製造を行うために、製造工場や土地などの事業用固

定資産を保有しております。

　NP ROLPIN SASの業績は、製造効率改善のため設備投資等の梃入れを行いましたが、当連

結会計年度において事業計画を基礎とした予算と比較して著しく下方に乖離しました。さら

に原木価格およびエネルギー価格の急騰により、業績の改善が遅延する見込みとなりまし

た。このため、当連結会計年度においては、「７.連結損益計算書に関する注記」の「(1)減

損損失」に記載のとおり、NP ROLPIN SASの事業用資産について、帳簿価額を処分コスト控

除後の公正価値まで減額し、当該減少額を減損損失（108,383千円）として特別損失に計上

しております。

　この処分コスト控除後の公正価値は第三者への売却見込額を基礎として算定しているた

め、将来の不確実な市場の変動等により見直しが必要となった場合、翌連結会計年度以降の

連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

４. 表示方法の変更に関する注記

　該当事項はありません。

５. 追加情報

　（新型コロナウイルス感染症の影響）

　新型コロナウイルス感染症について、今後の広がり方や収束時期等を予測することは困難で

ありますが、当連結会計年度における当社グループの事業活動へ与える影響は軽微であり、重

要な影響が見られていないことから、翌連結会計年度以降において新型コロナウイルス感染症

による重要な影響はないものと仮定して会計上の見積りを行っております。

　しかしながら、新型コロナウイルス感染拡大による影響は不確定要素が多いことから、事態

が深刻化し当社グループの事業活動に支障が生じる場合は、翌連結会計年度以降の財政状態及

び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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建物及び構築物 328,737千円

土地 1,016,617千円

計 1,345,355千円

支払手形及び買掛金 84,541千円

長期借入金(1年内返済予定額を含む) 213,000千円

計 297,541千円

有形固定資産 12,622,510千円

投資不動産 478,280千円

６. 連結貸借対照表に関する注記

(1) 借入金および輸入資材の関税・消費税の納期限延長に関して担保に供している資産

　上記に対応する債務

(2) 固定資産の減価償却累計額
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場所 用途 種類

フランス共和国 事業用資産
機械装置及び運搬具、無形固
定資産

機械装置及び運搬具 94,552千円

無形固定資産 13,830千円

計 108,383千円

△34,910千円

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,009千株 －千株 －千株 1,009千株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 43千株 ０千株 －千株 43千株

７. 連結損益計算書に関する注記

(1) 減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上い

たしました。

　当社グループは、事業用資産については、事業区分をもとに、独立したキャッシュ・フロ

ーを生み出す単位ごとに資産のグルーピングを行っています。

　上記の資産グループについては、事業用固定資産の収益性が低下したこと等により帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（108,383千円）として特別損失に計

上しております。なお、当該資産グループの回収可能価額は、処分コスト控除後の公正価値

により測定しており、公正価値は第三者への売却見込額を基礎として算定しております。

　その内訳は、次のとおりであります。

(2) 売上原価に含まれる棚卸資産評価損

　期末棚卸高は収益性の低下にともなう簿価切下げ後の金額であり、次の棚卸資産評価損が

売上原価に含まれております。

８. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類および総数に関する事項

(2) 自己株式の種類および株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加でありま

す。
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2021年５月14日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 144,982千円

・１株当たり配当額 150円

・基準日 2021年３月31日

・効力発生日 2021年６月28日

2022年５月13日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 193,263千円

・１株当たり配当額 200円

・基準日 2022年３月31日

・効力発生日 2022年６月29日

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度に

なるもの

９. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主に木材加工品の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らし

て、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融

資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティ

ブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であ

ります。

② 金融商品の内容および当該金融商品に係るリスク

　営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されてお

ります。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク

に晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。一部原材料の

輸入にともなう外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、為替予

約取引及び通貨オプション取引を利用してヘッジしております。

　借入金は主に営業取引に係る資金調達を目的としたものであります。このうち一部は、

金利の変動リスクに晒されております。
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③ 金融商品に係るリスク管理体制

・信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、営業債権について、主な取引先の信用状況を年度ごとに把握し、取引

先ごとの期日および残高管理をするとともに、財政状況等の悪化等による回収懸念の早期

把握や軽減を行っております。

・市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社グループは、外貨建ての仕入債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リ

スクに対して、原則として為替予約取引及び通貨オプション取引を利用してヘッジしてお

ります。

　投資有価証券については、市場価格の変動状況を定期的に把握する体制としておりま

す。

・資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社グループは、月次に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持など

により流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額

（千円）
時価

（千円）
差額

（千円）

(1) 投資有価証券 463,182 463,182 －

資産計 463,182 463,182 －

(1) 長期借入金 874,116 870,483 △3,632

負債計 874,116 870,483 △3,632

デリバティブ取引(*) 36,107 36,107 －

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 86,801

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、含まれておりません（（注）２.参

照）。

（注）１.「現金及び預金」、「受取手形」、「売掛金」、「電子記録債権」、「支払手

形及び買掛金」、「短期借入金」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額

に近似するものであることから、記載を省略しております。

（注）２.市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（注）３.デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計

で正味の債務となる項目については（ ）で示しております。

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において

形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格

により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプッ

ト以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ

ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル

に時価を分類しております。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 463,182 － － 463,182

デリバティブ取引

通貨関連 － 36,107 － 36,107

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 874,116 － 874,116

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されて

いるため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金

　長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

デリバティブ取引

　為替予約取引及び通貨オプション取引の時価は、取引先金融機関等から提示された価

格に基づき算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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連結貸借対照表計上額（千円）
当連結会計年度末
の時価（千円)当連結会計年度

期首残高
当連結会計年度
増減額

当連結会計年度
末残高

賃貸等不動産 708,629 △49,954 658,675 687,374

10.賃貸等不動産に関する注記

　当社では、香川県において、賃貸用オフィスビルや賃貸住宅を有しております。当連結会計

年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は524千円であります。

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度の増減および時価は、次

のとおりであります。

(注) １. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額でありま

す。

２. 期中増減のうち、主なものは減価償却費（23,519千円）による減少および賃貸用不

動産の売却（37,304千円）による減少であります。

３. 当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算

定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。
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報告セグメント

合計

木材関連事業 電線関連事業
一般管工事

関連事業

天井材 823,720 － － 823,720

収納材 15,796,225 － － 15,796,225

合板 2,681,618 － － 2,681,618

電線関連 － 1,344,171 － 1,344,171

その他製品 772,072 － 516,886 1,288,959

顧客との契約から

生じる収益
20,073,636 1,344,171 516,886 21,934,694

外部顧客への売上高 20,073,636 1,344,171 516,886 21,934,694

(1) １株当たり純資産額 21,580円25銭

(2) １株当たり当期純利益 1,463円54銭

11. 収益認識に関する注記

　１.顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

　２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　　　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１.(4)④収益及び

費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しています。

　３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関

係並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識

すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等

　当社グループの契約資産及び契約負債については、残高に重要性が乏しく、重大な変動

も発生していないため、記載を省略しております。また、過去の期間に充足（又は部分

的に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益に重要性はありません。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

　当社グループにおいては、予想される契約期間が１年を超える重要な取引はありま

せん。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金

額はありません。

12. １株当たり情報に関する注記
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13. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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（2022年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

【 資 産 の 部 】

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

電 子 記 録 債 権

製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

デ リ バ テ ィ ブ 債 権

関係会社営業外受取手形

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

投 資 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

デ リ バ テ ィ ブ 債 権

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

11,339,446

1,014,197

74,715

2,934,477

3,073,566

880,271

189,901

2,371,639

28,161

22,763

86,232

245,430

365,378

54,634

△1,925

11,418,342

7,008,950

1,311,055

243,696

163,594

13,583

98,368

3,736,865

1,441,785

221,018

2,006

212,214

6,797

4,188,374

416,165

1,130,478

11,552

5,679,118

766,091

127,037

13,343

33,889

△3,989,301
　

【 負 債 の 部 】

流 動 負 債 2,952,604

買 掛 金 706,586

短 期 借 入 金 263,884

未 払 金 419,597

未 払 費 用 115,983

未 払 法 人 税 等 698,206

未 払 消 費 税 等 32,767

預 り 金 13,414

前 受 収 益 369,661

賞 与 引 当 金 329,917

そ の 他 2,585

固 定 負 債 983,630

長 期 借 入 金 874,116

退 職 給 付 引 当 金 4,375

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 9,440

そ の 他 95,699

負 債 合 計 3,936,234

【 純 資 産 の 部 】

株 主 資 本 18,722,469

資 本 金 2,121,000

資 本 剰 余 金 1,865,920

資 本 準 備 金 1,865,920

利 益 剰 余 金 14,877,463

利 益 準 備 金 106,000

そ の 他 利 益 剰 余 金 14,771,463

別 途 積 立 金 13,600,000

繰 越 利 益 剰 余 金 1,171,463

自 己 株 式 △141,914

評価・換算差額等 99,084

その他有価証券評価差額金 73,989

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 25,094

純 資 産 合 計 18,821,554

資 産 合 計 22,757,789 負 債 純 資 産 合 計 22,757,789

貸　借　対　照　表
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（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 17,345,530

売 上 原 価 10,699,807

売 上 総 利 益 6,645,722

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,127,790

営 業 利 益 2,517,932

営 業 外 収 益

受 取 利 息 40,030

受 取 配 当 金 15,140

受 取 賃 貸 料 67,609

為 替 差 益 379,760

そ の 他 28,516 531,056

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,460

賃 貸 費 用 46,594

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,190,339

そ の 他 3,128 1,241,523

経 常 利 益 1,807,466

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 14,774

補 助 金 収 入 226,636 241,410

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 178

固 定 資 産 除 却 損 20,992 21,171

税 引 前 当 期 純 利 益 2,027,705

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 989,772

法 人 税 等 調 整 額 △16,827 972,944

当 期 純 利 益 1,054,760

損　益　計　算　書
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（2021年４月１日から
2022年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別途積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,121,000 1,865,920 106,000 13,500,000 361,686 13,967,686 △140,591 17,814,015

当 期 変 動 額

別 途 積 立 金 の 積 立 100,000 △100,000 － －

剰 余 金 の 配 当 △144,982 △144,982 △144,982

当 期 純 利 益 1,054,760 1,054,760 1,054,760

自 己 株 式 の 取 得 △1,322 △1,322

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － 100,000 809,777 909,777 △1,322 908,454

当 期 末 残 高 2,121,000 1,865,920 106,000 13,600,000 1,171,463 14,877,463 △141,914 18,722,469

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 87,474 31,276 118,751 17,932,766

当 期 変 動 額

別 途 積 立 金 の 積 立 －

剰 余 金 の 配 当 △144,982

当 期 純 利 益 1,054,760

自 己 株 式 の 取 得 △1,322

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

△13,484 △6,181 △19,666 △19,666

当 期 変 動 額 合 計 △13,484 △6,181 △19,666 888,788

当 期 末 残 高 73,989 25,094 99,084 18,821,554

株主資本等変動計算書
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　　・市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定しておりま

す。）

　　・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

　　デリバティブ 時価法

　　・製品、原材料及び仕掛品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　　・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

① 有形固定資産及び投資不動産 定率法（ただし、2000年４月１日以降に取得した

建物（附属設備を除く）ならびに2016年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は定額法）を採用しております。

また、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　 ５～50年

機械装置                     ８年

② 無形固定資産 自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

① 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しております。

個別注記表

１. 重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準および評価方法

① 有価証券の評価基準および評価方法

1) 子会社株式および関連会社株式 　移動平均法による原価法

2) その他有価証券

② デリバティブ等の評価基準および評価方法

③ 棚卸資産の評価基準および評価方法

(2) 固定資産の減価償却の方法

(3) 引当金の計上基準
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③ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務および年金資産の見込額に基

づき計上しております。

④ 役員退職慰労引当金 2000年４月より、役員退職慰労金の内規を廃止し

たため、新たな役員退職慰労引当金の繰入れは行

っておりません。

なお、2000年３月期末まで内規に基づき繰入れを

行ってきた引当額は、退任の都度、当該引当額を

個別に精算しております。

① ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処

理の要件を満たしている場合は、振当処理を採用

しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象 米ドル建仕入債務の予定取引に対して為替変動リ

スクをヘッジする目的で、為替予約を行っており

ます。

③ ヘッジ方針 為替相場の変動による損失の可能性を減殺するこ

とを目的として、月々予想される米ドル支払金額

の範囲内で、一定量の米ドルを月々購入すること

としており、購入した米ドルは順次仕入決済に充

当していくため、月末において当該米ドルの残高

が残らないことを基本としております。

④ ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動を直接結びつ

けて判定しております。

(4)収益及び費用の計上基準

　当社は収納製品の製造、販売を主な事業としており、これらの製品の販売については、

出荷時から当該製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間であることから、

出荷時において履行義務が充足されると判断し、出荷した時点で収益を認識しておりま

す。

(5) 重要なヘッジ会計の方法
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２. 会計方針の変更に関する注記

　(1)収益認識に関する会計基準等の適用

　　　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識

会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が

顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認

識することといたしました。これにより、営業外費用に計上していた売上割引については、

売上高より控除しております。

　　　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過

的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の

累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方

針を適用しております。

　　　この結果、当事業年度の損益計算書の売上高及び営業利益は、それぞれ83千円減少してお

りますが、経常利益、税引前当期純利益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当

期首残高への影響はありません。

　(2)時価の算定に関する会計基準等の適用

　　　「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算

定会計基準」という。)等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び

「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号　2019年７月４日)第44-２項に定める

経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって

適用することといたしました。これによる、計算書類への影響はありません。

３. 会計上の見積りに関する注記

　(NP ROLPIN SAS及びROLKEM SASに対する貸付金に係る貸倒引当金の評価）

（1）当事業年度の貸借対照表に計上した金額

　NP ROLPIN SAS及びROLKEM SASに対する貸付金に係る貸倒引当金　3,989,164千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は連結子会社であるNP ROLPIN SAS及びROLKEM SASに対する貸付金に対して貸倒引当金

を計上しています。

　この貸倒引当金はNP ROLPIN SAS及びROLKEM SASの債務超過額を基礎として算定しています

が、今後業績が回復せず、債務超過額が拡大した場合には、追加で損失を計上する可能性が

あり、翌事業年度以降の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。
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建物 328,737千円

土地 1,016,617千円

計 1,345,355千円

買掛金 84,541千円

長期借入金(1年内返済予定額を含む) 213,000千円

計 297,541千円

(2) 固定資産の減価償却累計額

① 有形固定資産 9,472,976千円

② 投資不動産 561,227千円

被保証会社 金額（千円） 保証債務の内容

NP ROLPIN SAS 956,900 金融機関借入金

① 短期金銭債権 406,575千円

② 短期金銭債務 186,729千円

４. 表示方法の変更に関する注記

　該当事項はありません。

５. 貸借対照表に関する注記

(1) 借入金および輸入資材の関税・消費税の納期限延長に関して担保に供している資産

　　上記に対応する債務

(3) 保証債務

　以下の関係会社の金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。

(4) 関係会社に対する金銭債権および金銭債務（区分表示したものを除く）は次のとおりであ

ります。
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① 営業取引 4,974,673千円

② 営業取引以外の取引高 951,064千円

△1,866千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 43千株 ０千株 －千株 43千株

繰延税金資産

　貸倒引当金 1,217,324千円

　賞与引当金 116,724千円

　減損損失 33,622千円

　関係会社株式評価損 597,044千円

　その他 86,614千円

繰延税金資産　　　小計 2,051,329千円

評価性引当額 △1,854,093千円

繰延税金資産　　　合計 197,235千円

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △32,470千円

　繰延ヘッジ損益 △11,012千円

　その他 △26,715千円

繰延税金負債　　　合計 △70,198千円

繰延税金資産（負債）の純額 127,037千円

６. 損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

(2) 売上原価に含まれる棚卸資産評価損

　期末棚卸高は収益性の低下にともなう簿価切下げ後の金額であり、次の棚卸資産評価損

が売上原価に含まれております。

７. 株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類および株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加でありま

す。

８. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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種 類 会社等の名称
資本金又
は出資金
( 千 円 )

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )

役 員
の 兼
任 等

事 業 上
の 関 係

子会社
ナンリツ株

式 会 社
95,000

電線電気機器

販 売

所有
直接
100

有

当社へ資材及び

設 備 の 納 入

当社より製品の

販 売

手 形 の

割 引

( 注 １ ）

487,582

関 係 会 社

営業外受取

手 形

86,232

資 金 の

貸 付

( 注 １ ）

529,000
関 係 会 社

短期貸付金
227,430

資 金 の

貸 付

( 注 １ ）

-
関 係 会 社

長期貸付金
312,720

子会社
南 海 化 工

株 式 会 社
25,000

一般管工事業及

び収納部材加工

事業

所有
直接
60.8

無
当社収納製品

の 加 工

資 金 の

貸 付

( 注 １ ）

-
関 係 会 社

短期貸付金
18,000

資 金 の

貸 付

( 注 １ ）

-
関 係 会 社

長期貸付金
180,000

子会社
PT.NANKAI 

INDONESIA
10,000千US$ 木材加工業

所有
直接
   95
間接
    5

無
当社製品の原

材 料 の 製 造

原材料の

仕 入

( 注 ２ ）

4,537,462 買 掛 金 138,845

材料等の

代理購買

( 注 ３ ）

868,580 未 収 入 金 352,716

子会社
NP ROLPIN 

S A S
14,001千EUR

木材製品の

製造・販売

所有
直接
100

有 無

資 金 の

貸 付

( 注 １ ）

1,161,550
関 係 会 社

長期貸付金

( 注 ４ ）
4,434,548

利 息 の

受 取

( 注 １ ）

22,811 - -

債 務 の

保 証

( 注 ５ ）

956,900 - -

子会社 ROLKEM SAS 1,230千EUR

フェノール樹

脂、含浸紙の

製 造 販 売

所有
間接
100

有 無

資 金 の

貸 付

( 注 １ ）

63,895
関 係 会 社

長期貸付金

( 注 ６ ）
751,850

９. 関連当事者との取引に関する注記

　子会社等
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(1) １株当たり純資産額 19,477円62銭

(2) １株当たり当期純利益 1,091円44銭

（注）取引条件および取引条件の決定方針等

 １. 資金の貸付利率および手形の割引に係る割引率は、市場金利を勘案して決定しておりま

す。

 ２. 価格その他の取引条件の決定方針については、通常の取引と同様の方法により決定してお

ります。

 ３. 材料等の代理購買については、当社より提示した価格および市場価格を参考にして交渉の

うえ、決定しております。

 ４. NP ROLPIN SASへの関係会社長期貸付金に対し、3,524,757千円の貸倒引当金を計上してお

ります。なお、当期の繰入額は1,083,880千円になります。

 ５. NP ROLPIN SASに対する債務の保証は、金融機関借入金であり、保証料を受領しておりま

す。

 ６. ROLKEM SASへの関係会社長期貸付金に対し、464,407千円の貸倒引当金を計上しておりま

す。なお、当期の繰入額は106,453千円になります。

10. 収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１.(4)収益及び費用

の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

11. １株当たり情報に関する注記

12. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 里 見 　 優

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 許 　 仁 九

独立監査人の監査報告書

2022年５月20日

南海プライウッド株式会社
取締役会　御中

仰星監査法人
　大阪事務所

　
監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、南海プライウッド株式会社の2021年

４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、南海プライウッド株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結

計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社

及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい

る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載

内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の

報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程

において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に

重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内

容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

連結計算書類に係る会計監査報告書 謄本
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　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場

合には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連

結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表

示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備

及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成

することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する

責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執

行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において

独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬

により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ

スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ

る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため

に、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会

計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま

た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は

状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚

起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連

結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監

査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継

続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表

示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している

かどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十

分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び

実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施

過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求め

られているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す

る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及

び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告

を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以　上
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指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 里 見 　 優

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 許 　 仁 九

独立監査人の監査報告書

2022年５月20日

南海プライウッド株式会社

取締役会　御中

仰星監査法人
　大阪事務所

　
監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、南海プライウッド株式会社の

2021年４月１日から2022年３月31日までの第69期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算

書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会

社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記

載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内

容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程

において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に

重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載

内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

計算書類に係る会計監査報告書　謄本
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　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した

場合には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽

表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す

る責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい

て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤

謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に

影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断

による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた

めに、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた

会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま

た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又

は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す

る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合

は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論

は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表

示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している

かどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実

施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で

求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関

する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事

項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ

いて報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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常勤監査役 玉 置 康 洋 ㊞
監 査 役 大 川 俊 徳 ㊞
監 査 役 岩 部 達 雄 ㊞

監　査　報　告　書

2022年５月24日

南海プライウッド株式会社

代表取締役社長　　丸　山　　　徹　殿

南海プライウッド株式会社　監査役会

　

　当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第69期事業年度の取締
役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本
監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役および監査役会の監査の方法およびその内容
(1)　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状
況および結果について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2)　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職
務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、
情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施
しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の
執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を
閲覧し、本社および主要な事業所において業務および財産の状況を調査いたし
ました。また、子会社については、子会社の取締役および監査役等と意思疎通
および情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合する
ことを確保するための体制その他株式会社およびその子会社から成る企業集団
の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項
および第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容および当該決議
に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役および使
用人等からその構築および運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応
じて説明を求め、意見を表明いたしました。

監査役会の監査報告書　謄本
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③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監
視および検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行
が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に
掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審
議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、計
算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）お
よびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検討いたしました。

２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の

状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令若しくは定款に

違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容お
よび取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
せん。

(2) 計算書類およびその附属明細書の監査結果
　会計監査人仰星監査法人の監査の方法および結果は相当であると認め
ます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人仰星監査法人の監査の方法および結果は相当であると認め
ます。

(注) 監査役大川俊徳、および岩部達雄は、社外監査役であります。

以　上
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株主総会参考書類

議案および参考事項

現 行 定 款 変 更 案

（株主総会参考書類等のインターネット開

示とみなし提供）

第14条 当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類、事業報

告、計算書類および連結計算書類

に記載または表示をすべき事項に

係る情報を、法令に定めるところ

に従いインターネットを利用する

方法で開示することにより、株主

に対して提供したものとみなすこ

とができる。

（削　　除）

第１号議案　定款一部変更の件

１. 提案の理由

　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただ

し書きに規定する改正規定が2022年９月１日に施行されますので、株主総会

資料の電子提供制度導入に備えるため、次のとおり定款を変更するものであ

ります。

(1) 変更案第14条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報につい

て、電子提供措置をとる旨を定めるものであります。

(2) 変更案第14条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記載

する事項の範囲を限定するための規定を設けるものであります。

(3) 株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現行定

款第14条）は不要となるため、これを削除するものであります。

(4) 上記の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるものであ

ります。

２. 変更の内容

　変更の内容は、次のとおりであります。
（下線部分は変更箇所を示しております。）
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現 行 定 款 変 更 案

（電子提供措置等）

（新　　設） 第14条 当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類等の内容で

ある情報について、電子提供措置

をとるものとする。

２ 当会社は、電子提供措置をとる事

項のうち法務省令で定めるものの

全部または一部について、議決権

の基準日までに書面交付請求した

株主に対して交付する書面に記載

しないことができる。

（新　　設） （附則）

（株主総会資料の電子提供に関する経過措置）

（新　　設） 　　１　定款第14条の変更は、会社法の一

部を改正する法律（令和元年法律

第 70 号）附則第１条ただし書き

に規定する改正規定の施行の日で

ある 2022年９月１日（以下「施

行日」という）から効力を生ずる

ものとする。

２　前項の規定にかかわらず、施行日

から６か月以内の日を株主総会の

日とする株主総会については、定

款第14条（株主総会参考書類等の

インターネット開示とみなし提

供）は、なお効力を有する。

３　本附則は、施行日から６か月を経

過した日または前項の株主総会の

日から３か月を経過した日のいず

れか遅い日後にこれを削除する。
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位および担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
の 株 式 の 数

１

まる

丸

 

　
やま

山

 

　

 

　

 

　
とおる

徹

（1953年10月31日生）

1980年５月 日本ビクター株式会社入社

1997年４月 当社入社、管理本部副本部長

1997年６月 当社取締役 管理本部副本部長

1997年７月 当社取締役 管理本部副本部長・経営企

画室長

1999年６月 当社代表取締役副社長 管理本部長

2001年６月 当社代表取締役社長（現任）

2014年１月 NP ROLPIN SAS代表取締役社長（現任）

2014年４月 ROLKEM SAS代表取締役社長（現任）

37,376株

【取締役候補者とした理由】

候補者は、長年にわたる経営者としての経験から、企業経営全般に関する高い能力、見

識を有しており、その経験、実績を活かして当社の更なる発展に貢献できるため、引き

続き取締役候補者といたしました。

２

まる

丸

 

　
やま

山

 

　

 

　

 

　
ひろし

宏

（1969年５月７日生）

1993年４月 住友林業株式会社入社

1996年１月 当社入社

1999年７月 当社開発本部 開発部長

2002年４月 当社商品開発 グループリーダー

2003年６月 当社取締役兼執行役員 商品開発担当

2006年４月 当社取締役兼執行役員 商品開発部門長

2009年４月 当社取締役兼執行役員 開発部門長（現

任）

15,000株

【取締役候補者とした理由】

候補者は、長年にわたり商品開発部門に携わり、当社の事業、業務に関する豊富な経験

と見識を有していることから、当社経営を担えるものと判断し、引き続き取締役候補者

といたしました。

第２号議案　取締役６名選任の件
　取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、取締役６名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位および担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
の 株 式 の 数

３

ふじ

藤

 

　
もと

本

 

　
えい

英

 

　
じ

二

（1959年８月20日生）

1982年４月 当社入社

2002年８月 当社営業部門 地区営業グループ 南関東

営業区 グループリーダー

2006年４月 当社営業部門 営業統括グループ 関東営

業グループ グループリーダー

2007年４月 当社営業部門 営業統括グループ 九州営

業グループ グループリーダー

2011年４月 当社営業部門 首都圏営業グループ グル

ープマネージャー

2013年６月 当社執行役員 営業部門 地区営業担当

2016年６月 当社取締役兼執行役員 営業部門 地区営

業、海外及び新規開拓営業担当（現任）

400株

【取締役候補者とした理由】

候補者は、長年にわたり営業部門に携わり、当社の事業、業務に関する豊富な経験と見

識を有していることから、当社経営を担えるものと判断し、引き続き取締役候補者とい

たしました。

４

おお

大

 

　
かわ

川

 

　
まさ

正

 

　
ひと

仁

（1960年６月５日生）

1983年４月 当社入社

2004年４月 当社製造本部 志度工場生産グループ 生

産管理グループ グループリーダー

2005年７月 当社管理部門 総務グループ 経営管理グ

ループ グループリーダー

2009年４月 当社管理部門 業務監理推進グループ グ

ループリーダー

2013年４月 当社製造部門生産管理グループ グルー

プマネージャー

2013年６月 当社執行役員 製造部門 生産管理担当

2014年10月 当社執行役員 製造部門 生産管理、長尾

生産担当

2016年６月 当社取締役兼執行役員 製造部門長（現

任）

200株

【取締役候補者とした理由】

候補者は、これまで製造部門、管理部門に携わり、当社の事業、業務に関する豊富な経

験と見識を有していることから、当社経営を担えるものと判断し、引き続き取締役候補

者といたしました。
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位および担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
の 株 式 の 数

５

うき

浮

 

　
た

田

 

　
たか

貴

 

　
ひと

仁

（1963年７月24日生）

1987年４月 当社入社

2002年４月 当社営業部門 特需営業グループ 第1グ

ループ グループリーダー

2006年４月 当社営業部門 営業統括グループ 近畿営

業グループ グループリーダー

2008年４月 当社営業部門 営業推進統括グループ 統

括グループリーダー

2011年４月 当社営業部門 営業推進グループ グルー

プマネージャー

2013年６月 当社執行役員 営業部門 新規需要開拓、

特需営業、営業推進担当

2015年４月 当社執行役員 営業部門 特需営業、営業

推進担当

2016年６月 当社取締役兼執行役員 営業部門 特需営

業、営業推進担当（現任）

100株

【取締役候補者とした理由】

候補者は、長年にわたり営業部門に携わり、当社の事業、業務に関する豊富な経験と見

識を有していることから、当社経営を担えるものと判断し、引き続き取締役候補者とい

たしました。

６

むら

村

 

　
た

田

 

　

 

　

 

　
つよし

剛

（1957年３月７日生）

1980年４月 高松国税局 大蔵事務官

1992年７月 高松税務署 上席国税調査官

2002年７月 高松国税局 法人課税課課長補佐

2005年８月 税理士登録・村田剛税理士事務所所長

（現任）

2005年９月 行政書士登録

2007年６月 当社監査役

2014年６月 当社取締役（現任）

300株

【社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要】

候補者は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はあり

ませんが、税理士としての企業財務・会計に関する豊富な経験と幅広い見識を有してお

り、また監査役の経験から、取締役の職務執行に対する監督、助言をいただくことを期

待して、引き続き社外取締役候補者といたしました。
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　（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　　２. 村田　剛氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は同氏を東京証券取引所

の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

　　　　３. 村田　剛氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期

間は、本総会終結の時をもって８年となります。なお、同氏は過去に当社の監査役で

ありました。

　　　　４. 当社は、村田　剛氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、法令が規定す

る額を責任限度とする内容の責任限定契約を締結しており、同氏の再任が承認された

場合には、当該契約を継続する予定であります。

以　上
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株主総会会場ご案内図

JR高松駅

築港駅

JRホテル
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兵庫町商店街

美術館通り

国道11号線

大和証券
三
井
住
友

信
託
銀
行

丸
亀
町

商
店
街

ラ
イ
オ
ン

通
り

コ
ト
デ
ン

琴
平
線

片
原
町
駅

高松
空港

N

瓦
町
駅

志度線

タクシー
JR高松駅から
高松空港から

約2km
約14km

（ 5 分）
（30分）

今橋駅

南海プライウッド(株)
本　　社

会　　場　　香川県高松市松福町一丁目15番10号

　　　　　　当本社　７階　会議室

　　　　　　電話 087－825－3615


